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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成23年5月26日(2011.5.26)

【公表番号】特表2010-513576(P2010-513576A)
【公表日】平成22年4月30日(2010.4.30)
【年通号数】公開・登録公報2010-017
【出願番号】特願2009-540668(P2009-540668)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｆ   2/44     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   3/12     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   3/20     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   3/24     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｆ   2/44    　　　Ｃ
   Ｃ０８Ｊ   3/12    　　　Ａ
   Ｃ０８Ｊ   3/20    　　　Ｚ
   Ｃ０８Ｊ   3/24    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成23年4月5日(2011.4.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸水性ポリマー構造体の製造方法であって、
ｉ）（α１）重合性モノエチレン性不飽和酸性基含有モノマー又はその塩と、（α２）必
要に応じて前記モノマー（α１）と重合可能なモノエチレン性不飽和モノマーと、（α３
）必要に応じて架橋剤と、を含むモノマー水溶液を用意する工程と、
ｉｉ）前記モノマー水溶液をフリーラジカル重合させてポリマーゲルを得る工程と、
ｉｉｉ）必要に応じて前記ポリマーゲルを粉砕する工程と、
ｉｖ）必要に応じて粉砕された前記ポリマーゲルを乾燥して吸水性ポリマー構造体を得る
工程と、
ｖ）必要に応じて前記吸水性ポリマー構造体を粉砕及び篩い分けする工程と、
ｖｉ）必要に応じて粉砕及び篩い分けされた前記吸水性ポリマー構造体を表面後架橋する
工程と、を含み、
Ｉ）前記工程ｉｉ）の前又は前記工程ｉｉ）の実施中に熱可塑性ポリマーを前記モノマー
水溶液に添加するか、
ＩＩ）前記工程ｉｉ）の後であって前記工程ｉｖ）の前に、混練装置によって熱可塑性ポ
リマーを前記ポリマーゲルに導入する方法。
【請求項２】
　前記熱可塑性ポリマーを前記工程ｉｉ）の前に前記モノマー水溶液に添加する、請求項
１に記載の方法。
【請求項３】
　前記熱可塑性ポリマーのＩＳＯ　１１３５７に準拠して測定した溶解又はガラス転移温
度が－１００℃～２００℃である、前記請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４】
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　前記熱可塑性ポリマーが、ポリアクリレート、（メタ）アクリル酸コポリマー、エチレ
ン／（メタ）アクリル酸コポリマー、（メタ）アクリレートコポリマー、マレイン酸コポ
リマー、マレイン酸／プロピレンコポリマー、ポリウレタン、酢酸ビニルコポリマー、エ
チレン／酢酸ビニルコポリマー又は酢酸ビニル／アクリル酸ブチルコポリマー、スチレン
コポリマー、ブチルアクリレート／スチレンコポリマー又はポリカーボネートである、前
記請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　前記熱可塑性ポリマーを、前記熱可塑性ポリマー、分散媒及び必要に応じて分散剤を含
む分散液として使用する、前記請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記分散液の２０℃で測定したブルックフィールド粘度が０．１～１０，０００ｍＰａ
・ｓである、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記分散媒が水である、前記請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記分散液における前記熱可塑性ポリマーの量が前記分散液の総重量の５～９５重量％
である、請求項５～７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記分散液を前記工程ｉｉ）の前に前記モノマー水溶液に添加する場合に、前記分散液
を前記モノマー水溶液の総重量の０．０１～１０重量％の量で前記モノマー水溶液に添加
する、請求項５～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記工程ｉｖ）の後に、前記吸水性ポリマー構造体の表面を、前記吸水性ポリマー構造
体の重量の５重量％未満の微粒子と接触させる、請求項３～９のいずれか１項に記載の方
法。
【請求項１１】
　前記請求項のいずれか１項に記載の方法によって得られる吸水性ポリマー構造体であっ
て、明細書に記載する試験方法に準拠して全粒子部分について測定した流動値が少なくと
も５である吸水性ポリマー構造体。
【請求項１２】
　以下の特性の少なくとも１つを有する、請求項１１に記載の吸水性ポリマー構造体。
（β１）明細書に記載する試験方法に準拠して全粒子部分について測定したダスト含有量
が２％以下。
（β２）明細書に記載する試験方法に準拠して全粒子部分について測定した流動値が１５
以下。
（β３）ＥＲＴ　４４１．２－０２に準拠して測定した保持率が２５ｇ／ｇ未満において
、明細書に記載する試験方法に準拠して測定したゲル床透過性（ＧＢＰ）が少なくとも５
０ダルシー。
（β４）ＥＲＴ　４４１．２－０２に準拠して測定した保持率が２５ｇ／ｇ以上、２７ｇ
／ｇ未満において、明細書に記載する試験方法に準拠して測定したゲル床透過性（ＧＢＰ
）が少なくとも４５ダルシー。
（β５）ＥＲＴ　４４１．２－０２に準拠して測定した保持率が２７ｇ／ｇ以上、２９ｇ
／ｇ未満において、明細書に記載する試験方法に準拠して測定したゲル床透過性（ＧＢＰ
）が少なくとも４０ダルシー。
（β６）ＥＲＴ　４４１．２－０２に準拠して測定した保持率が２９ｇ／ｇ以上、３１ｇ
／ｇ未満において、明細書に記載する試験方法に準拠して測定したゲル床透過性（ＧＢＰ
）が少なくとも３０ダルシー。
（β７）ＥＲＴ　４４１．２－０２に準拠して測定した保持率が３１ｇ／ｇ以上、３３ｇ
／ｇ未満において、明細書に記載する試験方法に準拠して測定したゲル床透過性（ＧＢＰ
）が少なくとも２０ダルシー。
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（β８）ＥＲＴ　４４１．２－０２に準拠して測定した保持率が３３ｇ／ｇ以上、３５ｇ
／ｇ未満において、明細書に記載する試験方法に準拠して測定したゲル床透過性（ＧＢＰ
）が少なくとも１５ダルシー。
（β９）ＥＲＴ　４４１．２－０２に準拠して測定した保持率が３５ｇ／ｇ以上において
、明細書に記載する試験方法に準拠して測定したゲル床透過性（ＧＢＰ）が少なくとも８
ダルシー。
【請求項１３】
　前記特性（β１）、（β２）、（β３）～（β９）を有する、請求項１２に記載の吸水
性ポリマー構造体。
【請求項１４】
　５重量％未満の微粒子を含む、請求項１１～１３のいずれか１項に記載の吸水性ポリマ
ー構造体。
【請求項１５】
　請求項１１～１４のいずれか１項に記載の吸水性ポリマー構造体を含む複合体。
【請求項１６】
　請求項１１～１４のいずれか１項に記載の吸水性ポリマー構造体と、基材と、任意の添
加剤とを接触させる、複合体の製造方法。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の方法により得られる複合体。
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